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椙山泰生 『国際製品開発の戦略経営』 

 

 １：本論文は、多国籍企業による国際製品開発をテーマとして、企業の中核的活動の一つであ

る製品開発拠点の立地がどのように選択されていくかを、日本の自動車企業を主なフィールドと

して実証的・理論的に検討している。領域的には、国際経営論・戦略経営論・技術管理論にまた

がる研究である。グローバル化の時代においては、どこででも事業活動ができる故に、かえって

活動場所の地理的な選択が重要になる。ところが、従来の多国籍企業論も製品開発論も、この

観点からの分析が不十分だったと論者は指摘する。このギャップを埋めるのがこの論文の目的

だとしている。 

 

 ２：本論文の内容を章ごとに簡単に要約するなら、以下の通りである。 

 

 第１章の「問題の所在と本研究の目的」では、「従来は本国で行なうのが当然とされてきた製品

開発という企業のコア活動が、海外拠点でも行なわれるようになった要因は何か」という研究テ

ーマを設定し、既存研究をサーベイし、論文の構成を提示している。 

 本論文は、製品開発を「ルーティン化された問題解決のプロセス」とみなすアプローチを採用

する。その上で、問題解決にとって必要な知識が、複数の国に分散し偏在する傾向に着目する。

すなわち、製品開発プロセスを、地理的に分散した知識を利用したルーティン的な問題解決プ

ロセスとみなし、移転しにくい知識が複数国に分散していることが、その知識を利用する製品開

発プロセスの国際化を規定すると考える。 

 次いで、このテーマに関する多国籍企業論（国際経営論）の文献サーベイを行い、従来の多

国籍企業論と製品開発国際化の実態の間にギャップが存在すると主張する。すなわち、従来の

多国籍企業論は、多国籍企業の存在そのものを経済学的に説明することに力点を置いてきたた

め、製品開発拠点の国際化という現象を上手く説明できていないとする。 第１に、既存の多国

籍企業論は直接投資の意思決定に集中するあまり、投資後の経営資源の配置や役割の変更と

いった、製品開発の国際化にとって本質的な問題を軽視している。製品開発の海外拠点は販売

や生産の後から出ることが多いので、こうした動態的な視点が重要になると指摘する。 

 第２に、製品開発の組織能力は、情報・知識といった事前に価値を予想しにくい経験財を、学

習プロセス、とりわけ競争環境との相互作用を通じて事後的に構築するものであり、従来の多国

籍企業論が想定していた投資の事前評価に基づく直接投資という静態的な枠組みとはなじまな

いと指摘する。 

 以上の踏まえて、本論文では、「主体性のあるダイナミズムの論理」、すなわち、海外に分散す

る知識を活用するためのルーティンを海外に移転する能力構築の活動それ自体が、現地の主

体を巻き込むことを通じて、あらたな知識の創造をもたらす、という動態的な組織学習と能力構

築を重視すると予告する。また、製品開発の国際的な能力構築は、「国際的な統合能力」と「現

地知識を活用する能力」の不均衡を解消するプロセスである、との立場をとっている。 

 

 第２章の「既存研究の検討と分析の焦点」では、以上の見取り図を踏まえて、多国籍企業論、

および R＆D に関する国際経営論の文献をサーベイし、その意義と限界を明らかにした上で、

本論文の分析の枠組を提示している。 

 第１に、多国籍企業論における「配置の理論」を批判的に検討している。まず「立地特殊的優

位」（現地拠点で獲得される競争優位）を求めて海外立地する企業が、海外での現地企業に対

する不利を克服するために「企業特殊的優位」（本社の組織能力がもたらす競争優位）を活用す

る、という多国籍企業論の通説を紹介する。その上で、情報・技能．問題解決能力などに基づく



企業特殊優位を本国から移転することは必ずしも容易ではないと指摘し、「情報粘着性」（情報

の移転にかかるコスト）の概念を紹介する。また前述のように、知識のような無形の資源に基づく

立地特殊優位の場合、現地資源の企業にとっての価値が事前には確定せず、むしろ企業特殊

優位の移転という活動自体によって資源の価値が事後的に明らかになる、という動態的な枠組

の可能性を示唆する。 

 第２に、R＆D に関する国際経営論の既存研究を批判的に検討している。まず、 R＆D 国際化

の要因（例えば現地生産、現地市場適応など）、海外 R＆D 拠点の役割（例えば現地への技術

移転か現地R＆D資源の獲得か）、 R＆D国際化と多国籍企業組織、という３つのテーマに関す

る文献サーベイを行い、その限界を指摘している。すなわち、従来の議論は、多国籍企業論の

通説の影響から、「企業特殊優位の移転のための国際 R＆D」か「立地特殊優位の獲得のため

の国際 R＆D か」という静態的二分法をとっているが、国際 R＆D 活動の実態においては、現地

知識の獲得と本国知識の活用とは代替的ではなく、むしろ補完的で、かつダイナミックに共進化

することが観察されると指摘する。そして、本論文の立場として、資源蓄積・能力構築というダイ

ナミックなプロセスを強調する。また、従来の議論の多くは企業や研究所を分析単位とする大雑

把なものだったのに対し、個々の製品開発プロセスを分析単位とする、より、ミクロレベルの分析

の必要性を指摘してている。 

 以上を踏まえて、本論の分析の焦点が説明される。まず、分析の単位を開発のプロジェクトや

タスクのといったミクロレベルに置く。次に、R＆D における「現地知識の活用」を「現地特殊的な

製品設計の採用」の問題ととらえる視点を提起する。すなわち、現地市場向け製品に対して「グ

ローバル共通設計」ではなく現地市場の条件に適応した特殊設計を採用することが、現地知識

の活用に他ならない、とする。 

 さらに、国際 R＆D における組織能力を、知識を探索・採用・統合し問題解決を行うための組織

ルーティンの束ととらえ、国際 R＆D における組織能力の構築とは、現地知識を活用するルーテ

ィン（＝現地特殊的な製品設計のためのルーティン）が形成されている度合のこと、とりわけそれ

が現地拠点に形成されている度合のことである、と規定している。 

 さらに、事例研究の対象として選んだ自動車産業の製品開発、とくに日本の自動車企業の製

品開発活動の国際化に関して、概要が説明されている。 

 

 第３章の「現地知識の活用と組織能力のダイナミクス」は、実証研究のいわば導入部分にあた

る。藤本・椙山論文（2000）をベースに、グローバル製品開発における人工物設計、環境、組織

能力、戦略の間の動態的・経路依存的な相互作用を分析し、それが開発チームの国際配置に

与えた影響を分析している。具体的には、多国籍製造企業における製品設計の「グローバル標

準化」と「現地適応化」のトレードオフという問題を取り上げ、東南アジア新興国における日本自

動車企業の現地市場対応車開発を事例分析する。ここでも、従来の静態的なバランス分析に対

して、動態的な視点を導入し、国際製品開発戦略・組織能力・環境が当初の計画を超えた創発

的な発展や「過剰適応」を含めて、経路依存的に共進化する、という分析枠組を示す。つまり、環

境と組織能力の認識を前提にした、ある戦略の選択が、逆に組織能力や環境のあらたな変化を

促進する、という動態的な相互作用を考慮した分析枠組が提示される。 

 さらに、以上の枠組にしたがって、東南アジア、とりわけインドネシアでの日本企業の現地対応

モデル開発の歴史的経緯を事例分析している。分断化した市場、現地産業保護的な政策、日

本企業の高い製品開発能力などといった条件を前提に、「既存プラットフォームによる現地特殊

モデル」が増えたこと、その戦略選択そのものが企業の組織能力構築や現地環境の変化をもた

らしたこと、そして、９０年代のアジア危機によって現地市場が急激に縮小し、結果的に、他市場

に転用しにくい現地特殊設計モデルは「過剰適応」状態に陥ったことを示している。こうした分析

を通じて、国際製品開発戦略、組織能力、環境が共進化する、という動態的な分析枠組の有効

性が主張される。 



  

 第４章の「能力移転と現地知識獲得の補完性：１９９０年代日本自動車メーカーの事例」では、

国際製品開発プロジェクトにおける開発チームの地理的配置の要因を実証的に分析している。

具体的には、１９９０年代における日本の自動車企業（６社）の海外製品開発拠点（北米）の国際

化に関する定量的な実証研究（アンケート調査）を通じて、産業や企業といった分析単位ではな

く、企業の製品開発（８プロジェクト）を構成する個別部品（１４ユニット）の開発活動がどのぐらい

海外に配置されているかを被説明変数とし、それに影響を与えうる要因を回帰分析によって検

討している。その結果、「現地適応設計」「部品企業の開発参加」「現地生産」「先行開発の不在」

の４つが開発活動の現地化に対して正の優位な影響を与えていることを見い出している。これら

の結果は、製品開発の国際化に関する既存研究の知見に照らしても、整合的と言える。 

 次に、インタビュー調査によって、諸変数間の影響のメカニズムを調べている。現地適応設計

については、現地市場に関する立地特殊的な知識の獲得（現地生活者でもある現地設計者の

活用）という既存研究の指摘する理由のみならず、実は、本国から移植された製品開発ルーティ

ンと現地技術者の知識とが融合することによって、あらたに有用な知識が生み出される、という動

態的メカニズムが強調される。つまり、単純に現地に「ある」知識の粘着性が設計の現地化を生

むのではなく、本国の知識と現地の知識が融合して「生まれる」知識の粘着性が、製品開発の現

地化をもたらすと主張する。「部品企業の開発参加」についても同様で、このルーティン自体が

日本発で北米に移植されたものであり（しかもその移植は容易で無い）、「開発参加」ル−ティン

の移植そのものが、現地サプライヤーの知識獲得という行為を引き起こしているとみる。 

 要するに、論者のここでの主張は、製品開発の現地化は、単に現地の既存知識が粘着的だか

らではなく、移転された本国知識と現地知識の融合によって再ル−ティン化された現地の新知識

が粘着的だから起こる、ということである。現地資源（現地知識）の企業にとっての価値は事前決

定的ではなく、まさに本国資源（本国知識）の移転という行為によって事後的に把握されるものだ、

というロジックがその背後にある。その意味で、本国能力の移転と現地知識の獲得は、静態的・

代替的ではなく、動態的・補完的である、と主張である。 

 さらに、組織ルーティンの活用（exploitation）と探索（exploration）という、ルーティンの変化に関

する J.マーチの二分法を手がかりに、この章の理論的な含意を考察している。論者の立場は、

ルーティンの活用（海外拠点へルーティンの移植・複製）と新たなルーティンの探索は、既存研

究が想定するように代替的ではなく、むしろ補完的だ、というものである。ルーティンの探索その

ものがルーティン化する、あるいはルーティンの複製活動が探索と活用の両面を含む、といった

近年の研究成果との関連において、「ルーティンの活用（現地への移転）というプロセス自体の

中に探索による変化への契機が含まれている」、という本論の立場が示される。 

 

 第５章の「海外製品開発拠点の形成ーホンダの北米開発拠点の事例分析」では、前章での発

見を踏まえて、国際製品開発の能力構築の全体像をダイナミックにとらえるために、一企業の詳

細な事例分析が試みられる。すなわち、本田技研における北米 R＆D 拠点の事例研究を通じて、

海外製品開発拠点の形成プロセスを分析する。既存研究は海外拠点の役割変化（現地市場適

応拠点からグローバル市場対応拠点へ）という視点からのものだが、本研究は、本国発の組織

能力と現地特殊的な資源を融合させる能力構築プロセスそのものを扱っている点に独自性があ

ると主張する。 

 具体的には、まず、ローレンス＝ローシュの古典的な「組織の分化と統合」という枠組を国際的

な事例に応用する。すなわち、(i) まず社内の機能別の部門が、それぞれが直面する環境に適

応する形で部門ごとに「分化」しつつ米国で現地化し、(ii) 次に、個々バラバラに進出した現地

の開発ユニットが、本国の部門間統合能力によって現地で「統合化」され、(iii) 後に部門間統

合能力そのものが北米に移転される、という道を辿った、とぶ分析する。その過程で、部門間統

合と国際統合との間の相互作用が生じたのである。 



 また、本田の海外開発拠点は、一面では、本田の国内での成功体験に基づく本国ルーティン

の海外移転であったが、同時に、その移転プロセスそのものが「現地での新ルーティンの探索」

という側面も伴っていた。つまり、単純な「移転か現地適応か」という二分法では説明できないダ

イナミックな相互作用であった、という本論文全体を通じての結論が、ここでも主張される。こうし

た、能力移転と現地知識獲得の補完性を通じて、「統合的な製品開発能力」が段階的に現地に

蓄積されていったのである。 

 

 第６章「結論と今後の課題」、論文全体を簡単に要約し、インプリケーションと今後の課題を示し

ている。製品開発の国際化というテーマに関しては、単純な海外知識の活用という静態的な枠

組ではなく、「海外知識獲得という組織ルーチンの海外移転そのものが新しい知識を生み出す」

という動態的・主体的な側面を強調すべきだと論じる。 

 さらに、本論文の結論を踏まえた多国籍企業論に対するインプリケーションとして、「学習アプ

ローチの多国籍企業論」を主張している。第１に、従来の多国籍企業論が、企業が資源の価値

を事前に知ることができるいう暗黙の前提をおいているのに対して、「学習アプローチ」は、資源

の価値は探索活動によってのみ特定されることを強調する。第２に、従来の多国籍企業論が、本

国から移転される組織能力と現地の知識・資源を相互に独立的なものと想定するのに対して、

「学習アプローチ」は、本国から移転されるルーティンと現地の知識が結合してはじめて、資源の

価値が事後的に特定される、という補完的な側面を強調する。そして、R＆D や製品開発の国際

化といったテーマに関しては、既存研究の多くが仮定する事前合理性を前提にした静態的モデ

ルは不適切であり、「学習アプローチの多国籍企業論」がより有効である。と論者は主張する。 

 また、実務家へのインプリケーションとしては、従来の枠組に沿った意思決定をした場合、資源

の特定可能性の高い国（はじめから事情がよく分かっている国）への海外展開にバイアスがかか

ってしまう恐れがあるとし、その面でも「学習アプローチの多国籍企業論」の有用性が主張され

る。 

 今後の課題としては、ダイナミズムの論理を実証するための、より厳密な方法論、および、より

一般的な理論構築が必要だと述べている。 

 

 なお、補章の「製品アーキテクチャーと資源配置」では、人工物設計の基本思想であるアーキ

テクチャの変化、とりわけモジュール化が、製品開発組織の国際配置に与える影響を論じている。

まず、既存文献を検討した結果、以下の２つの予想を得る。第一に、モジュール化（構成部品の

機能完結化・インターフェース標準化）により、モジュール設計部門間の相互調整負荷、つまり

情報処理負荷が軽減され、当該モジュールの設計開発部門を本国から切り離して現地化するこ

とがより容易になると予想される。第二に、モジュール化は「学習の焦点化」が可能となり、全体

システムや隣接モジュールに関する学習という負荷から解放された現地モジュール設計部門は、

現地市場や現地サプライヤーに関する学習に焦点を絞り、立地特殊的な能力・知識を深める。 

 次いで、Ｍ社オーディオ部品を事例として取り上げる。９０年代におけるＭ社製品開発の国際

化（８０年代の海外生産拡大呼応）と、８０年代後半から始まるカー・オーディオ製品、とりわけコ

ア部品であるチューナーのモジュール化（製品数増加による開発負荷増大への対応）が時期的

に重なり、世界共通のチューナーパックが開発されたことが、組織のモジュール化をもたらした

経緯を記述・分析する。製品のモジュール化により、開発組織も要素部品グループ（コア部品の

開発）と商品化設計グループ（コア部品の寄せ集めによる現地対応商品の開発）に分割され、後

者の現地化が可能になった、と結論付ける。 

 

 ３：まず、本論文を高く評価できる点を指摘しておく。第１に、本論文は、既存研究に対する位

置付けが明確であり、その点での学界への貢献がどのあたりにあるかを理解しやすい。これは、

既存研究の読み込みが広範かつ周到であり、それに対する自らの論文の相対的な位置関係を



常に意識しつつ議論を展開する、論者の手堅い研究姿勢を反映している。 

 第２に、製品開発活動の国際化という、きわめて今日的なテーマに関して、詳細なケース研究

と統計分析を通じた実証分析を行う一方で、それを通じた発見事実を、多国籍企業論や国際 R

＆D 論の、かなり抽象度の高い議論にまで結び付け、その理論的インプリケーションを明らかに

することに、ある程度成功している。つまり、実証分析と理論検討の間の整合性がとれており、両

者のバランスが良い。あくまで企業経営の実態に立脚しながらも、一方では理論との関連を常に

考える、論者の粘り強い思考力は高く評価される。 

 以上の結果、その結果、「学習アプローチの多国籍企業論」という、かなり基本概念レベルに

近いところで論者の主張を明確化することに、ある程度成功している。「ルーティンの海外移転そ

のものが現地知識の創造を促進する」という動態的な知見は、今後の研究の展開可能性という

点からみても、なかなか魅力的である。 

 他方、本論文にも改善を望まれる点や問題点もある。細かな論点を別にすれば、第１に、理論

的考察の表現が難解であり、いわば「腑に落ちる」形での、分かりやすい結論になっていない。

これは、既存研究に対するポジショニングにとりわけ注意を払う筆者の研究姿勢が、やや過剰な

形であらわれた結果とも考えられる。現実観察と既存の理論概念を用いた抽象的な解釈の間を

つなぐ、自らの言葉による「中間理論」的な命題への展開が乏しいことがその一因であろう。この

ため、一部の専門家以外の読者にとっては、本論文の結論は、なかなか鮮やかな像を結ばない

と思われる。 

 それと関連して、第２に、実務家に対するインプリケーションが抽象的であり、分かりにくい。実

際に、海外へのルーティン移転と海外資源の獲得の好循環がみられるホンダのようなケースと、

そうした好循環の見られない企業の違いは、どこにあるのだろうか。前者は、組織構造、組織プ

ロセス、組織風土、戦略形成、あるいは日々の業務活動の中で、どのような工夫をしているのだ

ろうか。後者は、どこに問題があるのだろうか。組織能力の問題を論ずる以上、こうした企業間の

差を論じることによってはじめて、実践的なマネジメントにたいするインプリケーションが明瞭に

なるわけである。その点、実証分析の展開が不十分と言わざるを得ない。 

 要するに、既存研究に対する位置取りを周到に行うという、本論文の長所が、表現の窮屈さ、

あるいは実践的理論としての躍動感の不足、といった短所の原因にもなっているのである。実証

と理論のバランスを重視する論者の研究スタンスから考えても、「分かりやすい説明」が今後の課

題である。 

 

 ４：本論文は以上のような課題を残している。しかしながら、それらはいずれも今後の研鑽によ

って改善されるであろうし、本論文の貢献、評価を覆すようなものではない。これらを総合的に評

価した結果、審査委員は全員一致して本論文を博士（経済学）の学位を授与するにふさわしい

業績と認定し、ここに審査報告を提出する次第である。 

 

                               審査委員 藤本隆宏 

           高橋伸夫 

      新宅純二郎 

        粕谷誠 

      阿部誠 

 
 


